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【企業誘致のためのオール大阪による仕組みづくり】

・大阪府・大阪市をはじめとして、大阪への企業誘致組織は多岐にわたっているとともに、マーケティング、プロモーション、進出支援の各機能等で改善課題、強化課題がある。

・企業誘致は、地域経済の活性化にとって、いまや重要な戦略となっており、地域が一体となったオール大阪による仕組みづくりが重要である。

・大阪への企業誘致戦略では、内外の事例も参考に、人と技術のナレッジの集積を中心に、集積がさらなる企業を呼び込む産業クラスターの企業誘致での戦略的活用と、ターゲットと誘致場所に応じたオール大阪
のワンストップサービス機能の強化に取り組むことが重要である。

戦略のポイント

（ターゲットと誘致場所に応じた、オール大阪のワンストップサービス機能の強化）（ターゲットと誘致場所に応じた、オール大阪のワンストップサービス機能の強化）
・ 国内企業、外資系企業それぞれに、進出する企業の戦略にあわせた対応を行えること。特
に、外資系企業については、企業が進出を検討するにあたっての候補地となる取り組みを
行うこと。

・ 企業誘致は、都市間競争が激しく、個々の自治体や団体が個別に対応するのではなく、経
済団体や民間も含め、各々が得意分野を生かして一定の役割を果たすこと。

（産業クラスターを活用した企業誘致）
オール大阪として、誘致すべき対象について明確にするために、クラスター戦略の中で
企業誘致を位置づける。
大阪としては、まず、バイオ・ライフサイエンスとロボット・情報家電の２つの分野について
取り組み、大阪の持つ多様な産業集積を活かした、大阪型クラスターの形成を図っていく。

（国内、外資それぞれの戦略的企業誘致）
誘致対象国、地域について、国内と外資では、それぞれ誘致にかかるノウハウ
に違いがあり、専門性が求められる。
特に、大規模な誘致につながる国内においては、他地域との競争も激しく、大
阪の立地優位性を少なくともオール大阪で検討していかなくてはならない。
一方、外資については、まずは販売拠点で進出するケースが大きく、アジア、
日本での拠点として、その誘致を強化するとともに、研究開発機能等の次のス
テップへといかにつなげていくかが大事である。

（各主体間及び民間との連携による地域としての企業誘致）
企業誘致は、産業振興のみならず、国際交流、都市計画、財政等の様々な分野
と関連するが、大阪は、このような分野に強みを持つ各主体があり、「企業誘
致」を共通テーマとして、地域として取り組めば、強力な体制が構築できる。
昨今の企業誘致では、大型案件を中心に、企業間のネットワークが決定要因の
一つとなるケースも多くみられる。大阪及び関西には、ものづくりを中心として、
世界を代表する企業の集積があり、このような民間の持つネットワークの活用が
可能である。
また、諸外国の例をみると、首長、議会、経済界が一体となった企業誘致活動
が実施されている。

（大阪への企業誘致マーケティングとしての産業クラスターの戦略的活用）（大阪への企業誘致マーケティングとしての産業クラスターの戦略的活用）
・ 大阪への企業誘致マーケティングを産業戦略との関係の中でとらえ、人と技術を中心とした
ナレッジの集積が企業集積を呼ぶ産業クラスターと連携して、大阪への進出魅力を高めるこ
と。
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現状（企業誘致に関連する所管業務）
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【都市再生本部事務局】
・トッププロモーション
・国内外イメージアップ、シティプロモーション戦略、シティPRツール作成
・大型誘致案件対応
・各局と連携した大学誘致の総括
・都市再生情報ネットワークによる情報収集

【経済局 国際経済課 企業誘致担当】

・重点産業別内外企業誘致活動・同立案
・国内外での各種誘致活動・同立案
・大阪市海外事務所を活用した企業誘致
・IBPC大阪企業誘致センター及びO-BICとの企業誘致活動

【港湾局】
・ベイエリアのプロモーション
・コスモスクエア、咲洲、舞洲等への
企業誘致

【計画調整局】
・市内未利用地の有効活用
・不動産投資家への個別アプローチ
・各拠点プロモーション

【商工労働部 国際
経済交流課】

・府の海外事務所を
活用した海外におけ
るプロモーション

【IBPC（大阪市関連団
体）】

・外資系企業向けPR
ツール作成
・ビジネスパートナー11
都市でのプロモーション
・外資系企業のワンス
トップサービス提供・誘
致実務

【建築都市部】
・彩都
・水と緑の健康都市
・津田サイエンスヒル
ズ

【 環境農林水産部水
産課 】

・泉佐野食品コンビ
ナート

【 土木港湾局 】

・堺泉北港助松埠頭
・阪南港新貝塚埠頭
等

【 企業局 】

・りんくうタウン
・阪南スカイタウン

関連団体

【 JETRO大阪本部】
・海外での自治体プロモー
ションの支援
・有望企業の掘り起こし
・日本のPR、外国メディアへ
の情報発信
・ワンストップサービス

【 O-BIC】
・海外の商工会
議所を活用し
た大阪のPR
・国内外のセミ
ナー
・大阪府のPR
ツール作成
・ワンストップ
サービス

【K-CIP（近経局）】
・海外への関西の情報発信

【 商工労働部 企業誘致推進課 （大阪府企業誘致

推進センター）】
・産業立地の全体統括
・国内外でのプロモーション

【IBO（大阪府関連団
体）】

・府内企業の国際化支
援

【関西パートナーシップ協議
会】

・関西への海外企業誘致実
務

【企画調整部企画
室 】

・都市再生
・産学連携推進
・大学サテライト誘致

誘致ア
プロー
チ

広域団体
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オール大阪企業誘致推進協
議会（仮称）

・トップレベルでの戦略共有、意思
決定

企業誘致活動組織

・取り組みの実行
＊できれば、同じフロア
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それぞれの組織の役割を意識して、連携して何
を行うか明確化するとともに、環境整備を行う。
連携しての取り組みに関して、トップの合意形成
を図る。
・連携する対象について戦略的に取り組む
・連携を促進する条件整備に取り組む
・連携に向けた体制整備に取り組む

【企業誘致組織間の連携シナリオ（案）】

1st step 2nd step 3rd step

それぞれの組織間での共同事業を強化する。
組織的な取り組みを円滑にする環境下で、具体
的な実践を行う。
・府、市の重点産業クラスター形成に向けて、それ
ぞれが補完する形で連携に取り組む
・府、市が共同で行うことにより、相乗効果が生ま
れる連携に取り組む

これらの取り組みを踏まえ、将来フレームと
して、誘致の一体的連携を目指す。
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重点テーマ

①産業クラスターを中心とした外資系
企業誘致の強化

②連携による機能の強化
・マーケティング
・プロモーション
・進出支援

③外資系企業誘致を対象とした連携
主体としてのO-BICの機能強化

①国内を含めた産業クラスター形成
に向けた相互連携
・バイオ・ライフサイエンス
・ロボット・情報家電

外資系企業誘致推進 クラスター形成＆企業誘致推進 地域としての活性化戦略

①地域の重要戦略としての連携
・大阪型クラスター形成

②トップダウンとボトムアップの双方
での取り組み

②人材の交流
・相互出向
・重点テーマ、対象毎のペア
リング体制

③拠点の設置
・物理的に同じフロア

トップの合意

・取り組みの承認

トップ間の情報共有

・共同での情報発信、プロモーショ
ン等

①テーマに
かかること

②内容に
かかること

③組織等に
かかること

②企業誘致を3つの段階に分けた体
制による連携強化
・営業部隊
・業界専門部隊
・核拠点

図２
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【大阪の企業誘致組織の強化 １ｓｔ Step】

・１st Stepとして、外資系企業誘致の強化を中心に、民間も含め、それぞれが連携しやすいところから、企業誘致の各機能の強化を図る。
・企業誘致に関しての情報収集を集約・蓄積する場、大阪としての重点テーマ、重点ターゲット、重点集積エリア等を戦略的に共有する場を設置し、具体的に取り組んでいく。

・ビジネス魅力プロモーションを行うため、企業と実際に接する機会を通じてのプロモーション活動等の展開を推進する機能の体制・強化に取り組んでいく。

・進出支援機能については、O-BICの機能強化を図るとともに、定着後の支援とアフターフォロー等も含め、府・市双方の連携しやすいところから実施していく。

・大阪・関西の企業誘致組織等との連携については、それぞれの役割、強みを活かした分担をリアルの場での情報交換を通じて、具体的実践に取り組むとともに、サイバー上での連携についても強化していく。

マーケティング機能の強化
（戦略共有、情報収集）

プロモーション機能の強化
（情報発信・ＰＲ）

進出支援機能の強化
（進出前後の支援）

共通の活動基盤の強化

オール大阪及び関西の連携強化

企業誘致に関しての情報収集を集約・蓄積する場、
大阪としての重点テーマ、重点ターゲット、重点集積エ
リア等を戦略的に共有する場を設置し、具体的に取り
組んでいく。

ビジネス魅力プロモーションを行うため、各主体が
それぞれにプロモーション活動に協力してもらうた
めの取り組み、企業と実際に接する機会を通じての
プロモーション活動の展開を推進する機能の体制・
強化に取り組んでいく。

進出支援の体制については、府・市等の連携、それ
ぞれの誘致戦略と誘致体制を構築しているが、双方が
連携しやすいところから、実施していく。
誘致成果を次ぎの誘致成果へとつなげる取り組みと
して、定着後の支援とアフターフォローまで行う体制の
強化と、新たな誘致情報の収集への展開へとつなげる
機能の強化に取り組んでいく。

大阪・関西の企業誘致組織及び関西の広域組織
等との連携については、それぞれの役割、強みを活
かした分担をリアルの場での情報交換を通じて、具
体的実践に取り組むとともに、サイバー上での連携
を図っていく。

企業誘致は国際的な都市間競争であり、府・市等
の連携、それぞれが連携しやすいところから、民間も
まじえ実施していく。

2.2 「収集の機会づくり」と人脈形成

2.1 「大阪への企業誘致検討会」の常設
2．「情報共有の場づくり」

1.1の実践 「大阪型クラスター（バイオ・ライフサイエンス、ロボット・情報家電編）」
策定
産業クラスターを活用した企業誘致推進のためのコンテンツ作成

1.1 産業クラスターを基本にしたターゲット、誘致場所の明確化

1.「誘致戦略の優先順位付け」

4.1 「重点テーマクラスター間の連携」
ネットワークを活かした企業誘致

4.「経済界のネットワークを生かしたプロ
モーションの仕掛けづくり 」

3.2 「ビジネスマッチングカレンダー」の作成
ビジネスマッチング機会を活用した企業誘致の推進

3.1 「大阪型クラスター形成アドバイザー」
産業クラスターを基本にしたターゲット、誘致場所の明確化

3.「民間の知恵を生かした組織づくり」

6.1 進出後のビジネス機会創造
6.「成長をフォローアップする仕掛けづく
り」

5.1 対外呼称の統一
5.「オール大阪としての取り組みのイメー
ジアップ」

8.1 人材、活動情報の蓄積
8.「企業誘致の実績を生かす仕掛けづく
り」

7.1 活動ロケーションの集結（Step2を見越して）7.「連携を促進する仕掛けづくり」

・産業クラスター形成として取り組む重点分野については、大阪の行政、経済団
体が共同で、オール大阪、関西他地域と連携した情報発信機会を拡大し、ブラン
ド構築
・三府県の共同プロモーション等で産業クラスター形成に向けた企業誘致を推進

③オール大阪、関西での共同での情報発
信機会の強化

・大阪の行政、経済団体のウェブサイトの相互リンクの推進
・大阪への企業誘致の共通バナーを作成し、大阪への企業誘致情報の発信量の
拡大と、進出企業の関心、ニーズにあったメニューを提供を強化（あるいは、関西
の企業誘致ポータルをどこかに構築し、それぞれエリアや分野毎で検索できるよ
う、関係機関と検討）。

②ウェブサイトの相互リンク

・企業誘致組織間で情報共有機会の強化
・大阪・関西での特定分野のクラスター形成で連携し、共通の取り組みを検討

①案件に関する情報交換

図３

＜展開例＞
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【産業クラスターと企業誘致】

・オール大阪として、誘致すべき対象について明確にするために、産業クラスター戦略の中で企業誘致を位置づける。
・大阪としては、まず、ポテンシャルがあり、クラスター形成が地域の産業振興戦略の柱の一つである、「バイオ・ライフサイエンス」と「ロボット・情報家電」の２つの分野について取り組む。
・それらのクラスターをはじめとして、大阪の持つ多様な産業集積を活かした、大阪型クラスターの形成を図っていく。

■彩都（国際文化公園都市）ライフサイエンスパーク

＜位置づけ＞
国際的な研究者が集うバイオ、ライフサイエンスのR&D拠点。大阪バイオ・ライフサイ
エンスクラスターの中核となる。
＜誘致対象＞
バイオ、医療・製薬関係等のライフサイエンス分野の研究開発機能を持つ施設や、
臨床検査機関等それらの関連施設
＜現在の誘致状況＞
医薬基盤研究所、エムジーファーマ研究所、（財）日本食品分析センター、（株）ペプ
チド研究所、八洲薬品（株）、医療法人友紘会、彩都バイオインキュベータ（約20社）
等
＜強化施策・課題＞
・ベンチャー企業の創出、育成、外資系ベンチャーの誘致、IPO支援
・トップセールスによる世界的な研究機関、大手企業の研究施設、大学の誘致
・海外のバイオ・ライフサイエンスクラスター、関西のクラスター間の交流促進
・オール大阪によるプロモーションツールの整備
・世界的なシンポジウムなど学術イベント、世界へ向けたプロモーションの強化
・ビジネスコンペの強化と資金支援を絡めたバイオベンチャー企業の競争誘発
・公式、非公式に関係者がコネクトできる場づくり、連携の促進
・住宅、ショッピング機能、教育施設など、周辺地域の生活利便性の向上

■ベイエリア（咲洲・コスモスクエア地区）
＜位置付け＞
・大阪港・関西空港・大阪都心と連携した研究開発・国際交流やグローバルSCMの拠
点。
＜誘致対象＞
医療・福祉、情報通信、バイオ・ナノテク、ロボット、観光、国際交易等
＜現在の立地状況＞
・アステラス製薬、西部自動機器、ミズノ、NTTドコモ、ファナック、IBM、

ATC, WTC, HYATT 等

■市内都心部

＜位置づけ＞
本社機能、営業拠点、R&D、ビジネスサポート、情報発信機能
＜誘致対象＞
関連企業の本社、マーケティング、営業拠点、ビジネスサポート機関（ベンチャーキャ
ピタル、コンサルタント）
＜現在の立地＞
道修町周辺には、武田薬品工業、田辺製薬、塩野義製薬等の老舗製薬企業の本社
が集積。市内は金融、商社、コンサルなどビジネスサポート機能が充実
＜強化施策・課題＞
・在阪企業のM＆Aによる国際的展開支援
・バイオ分野を得意とするVCの誘致、資金支援機能の強化
・IT・ナノテク・ロボット等他産業との融合強化（他産業の拠点との連携）

■都心部（阿倍野地区）

＜位置づけ＞
市立大や環境科学研究所との連携が可能な健康・予防医療拠点。
＜誘致対象＞
健康・予防医療、ライフサイエンス、機能性食品等
＜現在の立地状況＞
大阪市立大学医学部、新産業創成研究センター、大阪市立環境科学研究所
＜強化施策＞
・産学連携、共同研究推進（機能性食品、医療機器、予防医療、健康関連産業等）

大阪
大学

■りんくうタウン
＜位置づけ＞
関空との連携を前提とした生産・物流拠点
＜対象企業＞
IT・バイオ・ナノテクなどの先端産業等
＜現在の立地状況＞
物流施設、食品加工工場等
※約70％が契約済み

関西文化学術研究都市（けいはんな）

先端バイオ分野の技術をもつ企業や大学が集積

大阪バイオ・ライフサイエンスク
ラスターの中心部から各拠点へ
は、概ね１時間以内で移動が可
能。

大阪
市立大

大阪バイオ・ライフサイエンスクラスター（仮称）

図４

重点誘致対象企業の検討

・世界的に有名なバイオ研究機関
・すでに営業拠点を持ち、今後研究
開発機能を高める段階にある外国
企業

在阪企業と

研究機関

共同研究により、
研究の幅をひろげ、
レベルを高める

・国内に未進出の外資創薬大手

・M&Aを得意とするコンサルティング
ファーム

在阪企業の

国際的再編

在阪企業の国際
的なＭ＆Ａ支援す
る

技術レベル
向上

市場参入促
進

・北米・欧州のバイオ分野に特化し
た資金力あるＶＣ、外資ファンド

大学発ベンチャー
と外資ファンド

資金支援を強化し、
大学発ベンチャー
企業の活動を活
性化する

イ ン キ ュ
ベーション・
キャパシティ
の強化

・ＧＶF（バイオ）等で共同開発を目的
に大阪を訪れたベンチャー企業

在阪企業と
外資ベンチャー

技術力ある外資
ベンチャーを誘致
し、在阪企業との
共同開発を促進
することで、在阪
ベンチャーに刺激
を与える。

ベンチャー
の競争促進

・世界的に有名なバイオ研究機関、
研究者
（世界最先端の学術イベントを定期
的に開催）

・IPO支援組織

世界的研究者と

在阪企業、ベン
チャー

世界的にネーム
バリューのある研
究者を誘致し、彩
都のブランド化を
促進

エリアのブラ
ンド化

ゲノム創薬をアシ
ストする機能、関
連する産業を育て
る。

優れた製品をもつ
外国企業を誘致し、
国内市場を刺激
する。

ねらい

・医療機器、ポストゲノム、バイオイ
ンフォマティクス等のベンチャー企業、
研究機関

・ナノバイオ産業、 医療機器、健康
サービス関連企業

在阪企業と外資・
国内ベンチャー

・販路開拓を目的に過去に大阪を訪
れた企業

日本の市場（代理
店）と有力外資

関連産業の
振興

誘致対象候補想定マッチング要素

・世界的に有名なバイオ研究機関
・すでに営業拠点を持ち、今後研究
開発機能を高める段階にある外国
企業

在阪企業と

研究機関

共同研究により、
研究の幅をひろげ、
レベルを高める

・国内に未進出の外資創薬大手

・M&Aを得意とするコンサルティング
ファーム

在阪企業の

国際的再編

在阪企業の国際
的なＭ＆Ａ支援す
る

技術レベル
向上

市場参入促
進

・北米・欧州のバイオ分野に特化し
た資金力あるＶＣ、外資ファンド

大学発ベンチャー
と外資ファンド

資金支援を強化し、
大学発ベンチャー
企業の活動を活
性化する

イ ン キ ュ
ベーション・
キャパシティ
の強化

・ＧＶF（バイオ）等で共同開発を目的
に大阪を訪れたベンチャー企業

在阪企業と
外資ベンチャー

技術力ある外資
ベンチャーを誘致
し、在阪企業との
共同開発を促進
することで、在阪
ベンチャーに刺激
を与える。

ベンチャー
の競争促進

・世界的に有名なバイオ研究機関、
研究者
（世界最先端の学術イベントを定期
的に開催）

・IPO支援組織

世界的研究者と

在阪企業、ベン
チャー

世界的にネーム
バリューのある研
究者を誘致し、彩
都のブランド化を
促進

エリアのブラ
ンド化

ゲノム創薬をアシ
ストする機能、関
連する産業を育て
る。

優れた製品をもつ
外国企業を誘致し、
国内市場を刺激
する。

ねらい

・医療機器、ポストゲノム、バイオイ
ンフォマティクス等のベンチャー企業、
研究機関

・ナノバイオ産業、 医療機器、健康
サービス関連企業

在阪企業と外資・
国内ベンチャー

・販路開拓を目的に過去に大阪を訪
れた企業

日本の市場（代理
店）と有力外資

関連産業の
振興

誘致対象候補想定マッチング要素

バイオ・ライフサイエンス
クラスター促進要素から
見た大阪の強みと弱み

世界大手企業は海外進出拡大

とるべき施策の方向性

大
阪
の
弱
み

イノベーション競争の圧力が弱い

ＩＰＯ達成ベンチャーが少ない

資金モビリティが十分でない

インキュベーショ
ン

・キャパシティの
強化

スピンオフ企業が少ない
ベンチャーの
競争促進

エリアのブランド
化

・情報発信

技術力レベル向
上

アジア各国での医療を中核産業とし
た取り組みの動き

大
阪
の
強
み

産学連携等コネクト機能が強力

ロボット、IT、ものづくり、
医療機器など他産業の集積

市場参入促進

関連産業振興

クラスター形成要素は十分である

市
場
環
境

研究開発費は強化される方向

*北大阪バイオクラスターは、日経バイオビジ
ネス 第2回全国バイオクラスターランキング
で全国1位

大阪
府立大
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【産業クラスターと企業誘致】

大阪ロボット・情報家電クラスター（仮称）

次世代ロボット開発拠点構想
大阪駅北地区

■ベイエリア（咲洲・コスモスクエア地区）
＜位置付け＞
・大阪港・関西空港・大阪都心と連携した研究開発・国際交流やグローバルSCMの拠点。
＜誘致対象＞
医療・福祉、情報通信、バイオ・ナノテク、ロボット、観光、国際交易等
＜現在の立地状況＞
・西部自動機器、ファナック、NTTドコモ、ミズノ、アステラス製薬、IBM、

ATC, WTC, HYATT 等

■ベイエリア（堺市等の臨海部）
＜位置づけ＞
関空や大阪・堺の港湾、大阪南港と連携した生産・物流拠点。
＜誘致対象＞
FPDをはじめとするデジタル関連産業や、ソーラーパネル等の新エネルギー関連産業の
生産拠点

■東大阪（および市内東部）

高度な技術を有する中小企業が集積。都心部と連携して、試作開
発や小ロット・多品種生産に対応。

■関西文化学術研究都市（けいはんな）

ATRや奈良先端大など、RT分野の技術をもつ企業や大学が集積。

■都心部・大阪駅周辺（将来は大阪駅北地区への移転も想定）

＜位置づけ＞
最先端のRT研究者が集まる世界的なコラボレーション型R&D拠点。（大
阪駅北地区）大阪ロボットクラスターの中心となる拠点。
＜誘致対象＞
・RT分野の研究開発系企業、研究機関、大学のサテライト研究室
・人工知能、駆動装置、センサー、二次電池、ITなど、要素技術
・マーケティング、デザイン、コンテンツなどの関連産業
＜強化施策・課題＞
・府内ものづくり企業の技術とRT関連技術の刷り合わせ、マッチング
・北ヤードに設置予定のロボット開発拠点を中心とした構想のPR
・神戸のロボット構想と連携した広域的クラスターを意識した展開
・海外の大手IT・情報技術系企業を対象としたトッププロモーション
・ＲＴ技術に関する最先端の話題を提供するシンポジウム、学術イベント
・ロボットラボラトリーの活動、機能と絡めた誘致策
・松下、三洋、シャープなど在阪家電メーカーのブランド力、人材、人脈を
生かした情報収集、PR活動

大阪
市立大

都心型コラボレーション拠点
ロボットラボラトリー

大阪ロボット・情報家電クラスターの中
心部。各拠点間の移動時間は概ね30
分圏内。

図５

■松下電器、三洋電機（守口市・門真市）、シャープ、NTTドコモ関
西（大阪市）

IT・情報家電分野の世界的企業が集積。

重点誘致対象企業の検討

・ROBOCUPや展示イベントで、
技術交流を目的に大阪を訪れた
企業、ロボットビジネスコンペ参加
企業

・ニーズと技術のす
り合わせ
・モジュール化によ
る生産コスト軽減

・量産体制構築

製品化・市場化
促進

・家電、医療、観光、教育、防災、
セキュリティ、ビル清掃・メンテナ
ンスなど、ロボットと親和性ある応
用分野

ユビキタス技術、ネットワーク、IC
タグ、センサー技術等の基盤分野

・世界的に権威のある研究機関、
研究者（サテライトオフィス等）

・ロボット産業に理解のある外資
系ファンド、VC
・サポート機関（経営コンサル、知
財関連等）

・商品企画、プロデュース、マーケ
ティング部門

・ソフトウエア、コンテンツ系分野
・競争力ある技術をもつ外国ベン
チャー、大学の研究室

誘致対象候補

世界的なネームバ
リューの構築

大阪発の技術により、
世界標準化を確立

エリアのブラン
ド化・情報発信

ロボットが活躍しや
すいインフラを構築

関連産業との
融合促進

・要素技術のうち、
比較的大阪が弱い
分野を補強
・共同開発推進によ
る中小企業の技術
力アップ

競争力促進・
技術力向上

ロボットベンチャーを
多く育て、競争を誘
発

イ ン キ ュ ベー
ション・キャパシ
ティの強化

ロボット技術と関連
付けることで市場が
広がる分野を開拓

ねらい要素

・ROBOCUPや展示イベントで、
技術交流を目的に大阪を訪れた
企業、ロボットビジネスコンペ参加
企業

・ニーズと技術のす
り合わせ
・モジュール化によ
る生産コスト軽減

・量産体制構築

製品化・市場化
促進

・家電、医療、観光、教育、防災、
セキュリティ、ビル清掃・メンテナ
ンスなど、ロボットと親和性ある応
用分野

ユビキタス技術、ネットワーク、IC
タグ、センサー技術等の基盤分野

・世界的に権威のある研究機関、
研究者（サテライトオフィス等）

・ロボット産業に理解のある外資
系ファンド、VC
・サポート機関（経営コンサル、知
財関連等）

・商品企画、プロデュース、マーケ
ティング部門

・ソフトウエア、コンテンツ系分野
・競争力ある技術をもつ外国ベン
チャー、大学の研究室

誘致対象候補

世界的なネームバ
リューの構築

大阪発の技術により、
世界標準化を確立

エリアのブラン
ド化・情報発信

ロボットが活躍しや
すいインフラを構築

関連産業との
融合促進

・要素技術のうち、
比較的大阪が弱い
分野を補強
・共同開発推進によ
る中小企業の技術
力アップ

競争力促進・
技術力向上

ロボットベンチャーを
多く育て、競争を誘
発

イ ン キ ュ ベー
ション・キャパシ
ティの強化

ロボット技術と関連
付けることで市場が
広がる分野を開拓

ねらい要素

クラスター促進要素から
見た強みと弱み

とるべき施策の方向性

大
阪
の
強
み

産学連携等コネクト機能がある

バイオ、住宅、交通、教育など
関連産業が豊富

関連産業との
融合促進

家電メーカー中小ものづくり企業
が集積（クラスター形成要素）

大
阪
の
弱
み

IPOをめざすベンチャーが
ほとんどない

資金モビリティが十分でない
インキュベー
ション

・キャパシティの
強化

エリアのブラン
ド化

・情報発信

世界的な知名度は低い

市場の形成はこれから
製品化・
市場化促進

競争促進
技術力レベル
向上

技術、規格等の課題市
場
環
境

情報家電は世界トップシェア
が生き残る傾向

大阪
大学

大阪
府立大


